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1 ．は じ め に
　いままで，筆者は，ミクロ経済学やマクロ経済学，一般均衡や限界効用，厚生経済学など
も教えてきた。そして，研究テーマは，社会保障，福祉国家，生活保護，ホームレス調査，
少子化，子育てなどであったが，一般均衡分析や限界効用，厚生経済学などを真正面から利
用した分析をしたことはなかった。
　ところで，スウェーデンの福祉国家の形成理由を探求したいと研究者を志すことにした
が，最初に頭に浮かんだのはグンナー・ミュルダール（Gunnar Myrdal）で，まず『経済学
説と政治的要素』を読むことにしたが，何を意味しているのかわからず本棚で20年ほど眠っ
てもらうことになった。また，研究者として必要であると教えられ，マックス・ヴェーバー
（Max Weber）の『職業としての学問』や『社会科学と社会政策にかかわる認識の「客観
性」』などを読んでみたが，これまたさっぱりわからず，同じく本棚に20年ほど眠ってもら
　ミュルダールの政治経済学は，国民生活問題を扱う社会政策や経済政策が調査研究する
場合に避けることのできない価値のとらえ方を提供する。研究者の客観性を確保するため
には，偏向（bias）の所在を知り，その偏向を排除しなければならない。また，ミュル
ダールの研究の発展段階から，政治経済学とは何かを検討し，社会問題を扱うためには価
値前提を明示して非経済的要因も含めた広範囲を扱う政治経済学に回帰する必要性を確信
した。ところで，明示的な価値前提の目的は，諸概念の定義づけ，論理的基礎，および偏
向の追放にある。そして，価値前提の選択には，関連性，重要性，実現可能性，論理的整
合性の 4 原則がある。これらを理解しながら価値前提の例を考察して，具体的方法を把握
する。さらに，ヴェーバーの価値自由を否定するミュルダールの価値－手段－効果図式も
検討し，目的だけでなく，手段や派生効果など全経過にも価値判断があることを理解しな
がら，観察や政策的決定を出さなければならないことを理解した。もちろん，社会政策や
経済政策の課題は分配と再分配の問題であるが，その政策決定には非経済的要因も大きく
かかわるので，ミュルダールの政治経済学の方法論が有意義である。
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うことになった。この中途半端な知識によって，著者は，「価値自由」を「没価値性」と取
り違え，いわゆる「似而非価値自由論者」になっていたかもしれない。
　ところで，2010年に名古屋大学で開催された社会政治研究会で，藤田菜々子氏のミュルダ
ールの経済学の報告を拝聴し，昔の研究関心が呼び起こされてミュルダール研究を再開する
ことにした。本稿では，ミュルダールの核心に迫ろうとしたが，似而非価値自由論者のまま
では近づくことは不可能であると悟り，急がば回れとあるようにヴェーバーの価値自由を理
解し直して，迂回路を通りながら価値前提の明示に近づこうと試みてきた。
　このようなミュルダールの研究より，国民諸階層の労働や生活の実態を調査研究したり分
析する政策課題を検討する場合，つまり社会政策や経済政策として国民の生活問題を調査研
究する場合に，われわれ研究者に大きく役立つものであるという実感がわいてきた。そこ
で，本稿は，社会政策や経済政策における価値のとらえ方，つまりミュルダールの方法論の
理解と，この方法論の活用とのなんらかの架け橋になることを目的とした。
2 ．偏向の排除
　ミュルダールの社会科学に関する方法論の問題関心は，客観性とは何か，客観性をどのよ
うに獲得するか，そのためには偏向（bias）をどのように取り除くか，ということである
が，これらはミュルダールの研究者初期の経験から確立されたものである。まず，客観性を
獲得するための偏向の排除について考察する。
　ミュルダールの『貨幣的均衡論（Monetary Equilibrium）』（瑞語1931年，独語1933年，英
語1939年）は，ケインズ以前のケインズ的政策の理論書とされているが，ストックホルム大
学で指導を受けた J. G. K. ヴィクセル（Johan Gustaf Kunt Wicksell）の『利子と物価
（Geldzins und Güterpreise）』（独語1898年）1）――それは貨幣的経済理論の革新をもたらし
たと言われている――を内在的に批判するという形で投資決定論などを繰り広げたものであ
った2）。この『利子と物価』は，ヴィクセルの『価値・資本及び地代（Über Wert, Kapital 
und Rente）』3）（独語1983年）のいわば姉妹編をなすものであった。『価値・資本及び地代』
は，財の相対価格を主題とし，ワルラス的な一般均衡論のうえにベエム的資本理論を統合し
1）　Wicksell, K. (1893), Geldzins und Güterpreise: Eine Studie über die den Tauschwert des Geldes 
bestimmenden Ursachen, Jena: Gustav Fischer（ウィクセル著／北野熊喜男・服部新一訳／北野熊
喜男改訳『ウィクセル　利子と物価』（近代経済学古典選集）日本経済評論社）.
2）　槙満信（2004）「ミュルダールの貨幣的経済理論と不均衡過程」（『一橋叢書』第131巻第 6 号） 
613ページ。
3）　ウィクセル著／北野熊喜男訳（1939）『ウィクセル　価値・資本及地代』日本経済評論社（独語
1893年）。
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て，そこに近代経済学の成果を与えたものであり，これに続く『利子と物価』は，さらに進
んで絶対価格すなわち貨幣価格の決定と変動の機構を主題とし，積極的に初めて真の意味の
貨幣理論と物価理論を建設しようとしたもので，その後の経済理論の発展の重要な出発点と
なっている4）。このような師ヴィクセルへの内在批判を経て，『経済学説と政治的要素（The 
Political Element in the development of Economic Theory）』（瑞語1930年，独語1932年，
英語1953年）が著されたものであり，このなかで一般均衡分析や厚生理論を強く批判してゆ
くことになった。
　また，ミュルダールは，ケインズ以前のケインズ的政策と称される不均衡的拡張予算案の
理論的根拠の付帯文を1932年に作成（翌年議会承認）してから，1930年代はスウェーデンで
社会的平等の諸問題に関与したことから，諸問題はあらゆる人間関係に対してアプローチを
拡張する以外には科学的に扱うことができないと確信するようになった。そして，1938年か
らのアメリカの人種関係の研究を通じて伝統的経済学から遠くに離れることになってしまっ
た5）。これらのことから，経済的問題だけではなく，広範囲に非経済的問題にも研究調査の
要因を求めてゆかなければ，社会政策や経済政策の結論を導くことはできないという確信を
強めていった。
　ところで，ややもすると自分自身が偏向をもっているかもしれないし，ある過ちを犯すこ
とがあるかもしれない。たとえば，ミュルダールは，『経済学説と政治的要素』の「英語版
への序文」のなかで以前の主張を素直に修正している。スウェーデン語版では，経済理論を
客観的にするために，あらゆる形而上学的要素を徹底的に切り捨ててしまえば，健全な実証
的経済理論が残って価値判断からまったく独立であるという観念が潜んでいた。しかし，事
実というのはただ観察や観念や理論によって組織化されるのではなく，価値判断は当然事実
を観察し理論的分析を行う段階ですでに含まれているので，最初から最後まで明確な価値前
提をもって作業をしなければならないということを強調するようになった6）。このように，
4）　北野熊喜男（1984）「改訳の序」（Wicksell, K. (1898), Geldzins und Güterpreise: Eine Studie 
über die den Tauschwert des Geldes bestimmenden Ursachen, Jena: Gustav Fischer （ウィクセル
著／北野熊喜男・服部新一訳／北野熊喜男改訳（1984）『ウィクセル　利子と物価』（近代経済学古
典選集）日本経済評論社，ⅲページ）.
5）　Myrdal, G. (1978), “Institutional Economics”, Journal of Economic Issues, 12(4), p. 772 （グンナ ・ー
ミュルダール著／藤田菜々子訳（2015）「制度派経済学」『ミュルダール　福祉・発展・制度』ミネ
ルヴァ書房，274-275ページ）.
6）　Myrdal, G. (1990), The Political Element in the Development of Economic Theory, translated 
from German by Paul Streeten, with a new introduction by Richard Swedberg, New Brunswick: 
Transaction (first published in 1930 in Swedish by P. A. Norstedt and Soners Forlag), p. xli （G・
ミュルダール著／山田雄三・佐藤隆三訳（1967）『経済学説と政治的要素』春秋社，6-7ページ）.
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できる限り自分自身の偏向も排除するよう自らの主張を素直に修正するところは感服するし
かない。
　社会科学者が直面する最も基本的な方法論上の問題は，客観性とは何かということ
と，研究者が事実と諸事実間の因果関係を見出そうと試みるに際して客観性をいかにえ
ることができるかということである。いかにして偏向を排除できるか。もっと明確にい
えば，社会問題の研究者はどうしたら次のことから，みずからを自由にすることができ
るだろうか。すなわち，（ 1 ）彼の研究分野のそれ以前の著作の強力な遺産から。通
常，この遺産とは，過去の世代から受け継がれ，われわれのすべての社会理論および経
済理論の出発点となった自然法と功利主義の形而上学的な道徳哲学に基礎を置いた規範
的および目的的な概念を含んでいる。（ 2 ）彼が生活し働き彼の生計と地位を得ている
社会の文化的，社会的，経済的そして経済的環境の全体から。（ 3 ）伝統と環境によっ
てつくられるだけでなく，彼の経歴，体質，性向によってもつくられる彼自身の個性に
由来する影響から7）。
 （Myrdal, G., Objectivity in Social Research, pp. 3-4. 訳書，9-10ページ）
3 ．ミュルダールの研究段階
3-1　バーバーによる分類
　ミュルダールの研究段階は， 2 ないし 3 に区別されることが多いが，ここからミュルダー
ルの政治経済学の特徴を考察する。まず，『アジアのドラマ（Asian Drama）』に結びつく南
アジアの開発研究に取り組む調査チームの一員として，ミュルダールと個人的な知り合いで
あったバーバー（William J. Barber）は，ミュルダールの経歴を以下のように 2 つの段階で
説明している8）。
　まず，第 1 段階では，経済理論への貢献によって有名になり，『貨幣的均衡』（瑞語1931
年）では貯蓄と投資において，意図された規模と実際の規模とを区別した。ここで用いられ
7）　Myrdal, G. (1969), Objectivity in Social Research, London: Gerald Duckworth (first published in 
1969 by Pantheon Books, New York), pp. 3-4 （G. ミュルダール著／丸尾直美訳（1971）『社会科学
と価値判断』竹内書店，9-10ページ）.
8）　Barber, W. J. (2008), Gunnar Myrdal; An Intellectual Biography (Great Thinkers in Economics 
series), New York: Palgrave Macmillan, pp. xi-xiii （ウィリアム・J・バーバー著／藤田奈々子訳，
田中秀臣・若田部昌澄監訳（2011）『グンナー・ミュルダール　ある知識人の生涯』（経済学の偉大 
な思想家たち 1 ）勁草書房，3-6ページ）.
2017 207ミュルダールの政治経済学（渡邊）
た「事前」と「事後」の概念は，ケインズ『雇用・利子および貨幣の一般理論（The 
General Theory of Employment, Interest and Money）』（1936年）の分析の核心をなすもの
であった。そして，『経済学説と政治的要素』では主流派経済理論がその概念的枠組みのな
かに暗黙のうちの価値判断を内包しがちであることを批判し，価値判断は政治的偏向を含ん
でいると説いた。
　そして，財政・金融政策の舵取りに向けてミュルダールが自らのマクロ経済理論に焦点を
当て始めた時から，第 2 段階，政治経済学者としての段階になる。1932年に対不況政策に関
する長文の覚書，1930年代半ばには人口成長減退の経済的帰結を分析した重要な研究がなさ
れた。また，『アメリカのジレンマ（An American Dilemma）』や『アジアのドラマ（Asian 
Drama）』も重要な調査研究であり，アメリカの黒人問題に関する研究において，経済学へ
の制度的アプローチの導入の必要性をすでに説いていた。
3-2　アングレサーノによる分類
　アイダホ大学の元教授のアングレサーノ（James Angresano）は， 3 つの段階で説明して
いる。まず，Gunnar Myrdal Ⅰ：1915-33年は「高度理論」の年代で，主な業績として，価
格形成理論のなかへの期待形成の統合に関する最初の主要な理論的業績，『経済学説と政治
的要素』，『貨幣的均衡』，国際貿易理論などがある9）。
　次は，Gunnar Myrdal Ⅱ：1928-38年，政治経済学者・社会経済学者の年代で，主な業績
として “Socialpolitikens Dilemma”，“The Cost of Living in Sweden 1830-1930”，“Kris i 
befolkningsfrågan (Crisis in the Population Question)” ，『人口問題と社會政策（Population）』
などがある。
　ところで，1933年のミュルダールが政治経済学と財政学の大学教授であったことに注目す
ると，ミュルダールは，政治経済学者を，分析と政策――特に所得と富の分配に関すること
――の表現を通して，差し迫った社会問題を解決したり，改良することを助ける人で，「経
済を研究しているときに異なる根本的なアプローチを持っている」と考えていた10）。このよ
うな政治経済学者は，「限定された感覚」の中の従来の狭い結果というよりもむしろ，調査
研究から政策決定を描かなければならない11），とミュルダールは考えていた。そして，ミュ
9）　Angresano, J. (1997), The Political Economy of Gunnar Myrdal; An Institutional Basis for the 
Transformation Problem, Cheltenham and Lyme: Edward Eager, pp. 32-37.
10）　Myrdal, G. (1974), ”What is Political Economy?”, Papers in Economic Criticism: Commemoration 
of the First Frank E. Seidman Distinguished Award in Political Economy, Memphis: Memphis 
State University, p. 1.
11）　Ibid., p. 1.
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ルダール流の政治経済学者は，諸問題の理論的説明と，社会のための規範的方向とその方向
のなかで社会を動かすための諸政策に関する提示された明白な叙述，の両方を提供した12）。
　そして，アングレサーノは，GM Ⅱの時期を社会経済学者として考えることもできるとし
ている。なぜならミュルダールは，① 経済学を政治経済学に転換しようと努力しただけで
はなく，② 狭くてオーソドックスな経済分析の同時発生の拒絶をしながら社会問題への帰
納的なアプローチを強調し，さらに③ 経済的と非経済的な要素がその分析のなかに含まれ
た諸問題への学際的なアプローチを採択したからである。これらは，ミュルダール流の政治
経済学者の特徴である。しかし，GM Ⅱの段階では，結果的にこれを越えていて社会工学に
従事したが，それは彼の ④ スウェーデンのための社会目的を望んで設立すること，そして
⑤ 政策勧告を作成する任務を受け入れて，効率と安定化問題のためだけではなくて，なお
そのうえに社会的な変化のために，それらを遂行するために働くことによって表現され
た13）。
　続く，Gunnar Myrdal Ⅲ：1938-87年は，制度派経済学者として出現して多くの業績を残
している。ところで，藤田菜々子氏は，アングレサーノの分類に依拠して，初期を理論経済
学者の段階，1932年以降を政治経済学者の段階，続く1938年以降を制度派経済学者の段階と
して，ミュルダールの業績を説明しているが14），アングレサーノとは異なり第 2 段階に社会
経済学者の特徴を入れていない。
　また，アングレサーノによると，ミュルダールは，政治経済学者を，分析と政策の処方箋
――特に彼らは所得と富の分配を考慮している――の提示することを通して，差し迫ってい
る社会問題を解決または改良することを助ける人であるとみなした。GM Ⅲになるにしたが
って，政治経済学者は「経済を研究するときに，異なる根本的なアプローチを持っている」
と説明されているが15），これは政治経済学者のなかの制度派経済学者としてとらえたほうが
理解しやすいであろう。
3-3　ミュルダール自身による分類
　ミュルダールは，制度派経済学者へ移行したことについて多くの論文で強調しているが，
自身の全体的な業績を分類することはあまりない。しかし，以下の 2 か所から，経済理論の
段階，政治経済学者の段階，さらには制度派経済学者の段階へと推移してきたことを意識し
12）　Angresano, J., op.cit., p. 52.
13）　 Ibid., p. 57.
14）　藤田菜々子（2010）『ミュルダールの経済学―福祉国家から福祉社会へ―』NTT 印刷，23-61
ページ。
15）　Angresano, J., op.cit., p. 52.
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ていたと推察できる。ここで，注目すべきことは，制度派経済学者のミュルダールの特質で
ある循環的累積的因果関係論は，制度派段階で初めて用いられたものではなく，師ヴィクセ
ルの累積過程理論がミュルダールの『貨幣的均衡』に批判的に引き継がれ，制度派経済学の
方法論として応用されていったことである。
　初期の私の関心は，経済問題であり，古典派および新古典派の伝統の中で発展した既
成の経済理論がその焦点であった。その後，私の研究の関心は，この限定された領域か
ら私をますます引き離し，とうとう私は私自身を政治経済学者とし，そしてもっと後に
は制度派経済学者として考えるようになった。これは一つには，私の研究生活の間に私
が巻き込まれてしまった実際的理論的問題の性格の結果であった。もっと深いレベルの
理由は，こうした後の研究経験から生じた。すなわち，社会科学の分離された専門領域
の間の伝統的な杓子定規の境界線は，教育上の目的に適合させるために，そしてまた専
門家の必要に沿うために，実用上の要請から発展してきたものであるが，これを尊重で
きなくなっていったのである。
　尊重できなくなった論拠は，現実的には，経済問題，社会学問題，心理問題があるの
ではなく，単に諸問題があるにすぎず，通常，それらは複合的なものだという事実を私
がだんだん認識してきたからである16）。
 （Myrdal, G., Objectivity in Social Research, p. 10. 邦訳，18-19ページ）
　経済学という私自身の分野では，私が用いた述語の重要性がそのような具合に高まる
のを，私自身経験しました。私の研究生活の「理論派」段階では，「事前的」と「事後
的」と「累積効果をともなった因果循環」がそれであり，のちの「制度派」段階では，
アメリカにおける人種問題の「ジレンマ」として特徴づけがそれであり，さらにのちに
私が低開発問題を研究するようになってからは，「波及効果」とか「逆流効果」，「軟性
国家」その他多数あります17）。
 （Myrdal, G., Against the Stream, pp. 140-141. 邦訳，143ページ）
16）　Myrdal, G. (1969), op.cit., p. 10 （邦訳，18-19ページ）.
17）　Myrdal, G. (1973), Against the Stream: Critical Essays on Economics, New York: Pantheon 
books, pp. 140-141 （G. ミュルダール著／加藤寛・丸尾直美ほか訳（1975）『反主流の経済学』ダイ
ヤモンド社，143ページ）.
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4 ．政治経済学と経済学
4-1　政治経済学とは何か
　ミュルダールは，“What is Political Economy?” のなかで下記のような問いを与え，政治
経済学から経済学への移行を説明し，さらには政治経済学への回帰を主張した。そもそも政
治経済学は，18世紀から19世紀初めの古典派経済学のことであるが，政治経済学者として政
策決定を描くことを義務と感じていた。この古典派経済学の殿将とされるジョン・スチュア
ート・ミル（John Stuart Mill）は，経済学の研究を「道徳科学（moral science）」と考え，
非常に広い分野にまたがり政策の処方箋を提出し，政治経済学としての社会科学を確立し
た。そのため，ミュルダールが政治経済学を論じる時は，ミルの「道徳哲学」への回帰を眺
望し，経済的要因に限定しないで広く非経済的要因も分析し，社会科学として諸問題に対す
る幅広い分野に対する政策を考えていた。
　初期の時期の経済学者が，形容詞「政治的」に挿入することによって何を意味するの
か。そして，なぜそれが落ちたのか？　変化は，論理的な意義なしで，合理化している
簡約であることを意味されるのか？　または，変化に同期を与えているより深い意義を
みつけられることがあるのか。そしてあなた方が現在私を「政治経済学者」と現在名付
ける時に，私が経済学者の異なって明確な種も属することを含意しているとあなたは意
味しますか18）。 （Myrdal, G., ”What is Political Economy?”, p. 3）
4-2　経　済　学
　「政治」とい形容詞がとれた経済学は，政策から外れてゆくことになる。この経済学の段
階では，限界効用理論のジェボンズ（William Stanley Jevons），功利主義のシジウィック
（Henry Sidgwick），厚生経済学のエッジワース（Francis Ysidro Edgeworth）など，現代
までの厚生経済学が代表的である。
4-3　ミュルダールの政治経済学
　ミュルダールは初期の純粋経済学的関心から政治経済学者へ，さらに，広い社会科学者
に，真理探究の道を歩んできた結果，だんだんとジェネラリストに転身していった19）。その
最も深い理由は，次に述べられたように，現実の社会問題がまさに複合的な諸問題であるか
18）　Myrdal, G. (1974), op.cit., p. 3.
19）　京極高宣（1995）『福祉の経済思想―厳しさと優しさの接点』ミネルヴァ書房，227-228ページ。
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らである。
　ミュルダールは，学問的方法論において，価値判断と価値評価を区別したうえでかつて
ヴェーバーが主張したような学問を価値判断から切り離すこと（価値自由）に疑問を投げか
け，同時に，社会問題に対しては経済学にとどまらず，社会科学全体に関与する必要性を述
べている20）。この点は，社会福祉研究を正しく総合的に学際的に展開するうえで極めて重要
であり，ミュルダールは次のように述べている。
　私は，方法論と価値評価の問題への関心を持ち続けたので，出発点になった経済学だ
けでなく，社会科学に広く関与することになった。著作を書くたびにこの問題は私の頭
を占め，序文や付録や節や場合によっては章全体をこの問題に費やし，私なりのやり方
でそれに取り組んだ21）。
 （Myrdal, K. G., Objectivity in Social Research, p. 11. 訳書，20ページ）
　このように，先験的な一般均衡分析と厚生経済学への批判と，政策決定に参加して広範囲
の分野を研究する社会科学としての政治経済学への回帰を，ミュルダールは強く求めた。彼
は，価値前提を明示的に述べ，価値前提の選択を正当化しながら調査研究を進めることによ
って，つまり採用された価値前提やそこから観察される諸事実によって，社会政策や経済政
策の結論を合理的に推論することができるので，ミルの意味での道徳科学としての経済学，
つまり価値の客観的体系の存在に固執した過去の偉大な政治経済学に回帰することができる
と考えた。もちろん，そのままミルの政治経済学に戻ることは不可能であり，代わって価値
前提の明示によってその正当性を得ることができるとするものであった。
　研究の多くの分野で私がこの調査研究を適応しようと試みて，私の価値前提を明示的
に述べてそれらの選出を正当化することの訓練の下で働いてきたとき，私は，ある意
味，私自身を，18世紀にはじまった偉大な伝統のなかで働いていると感じる。経済政策
の決定がこれらの価値前提から，そして同じ価値前提の観点から確かめられた事実から，
合理的に議論されることができるということをそれが含意しているので，経済学はジョ
ン・スチュアート・ミルの意味での道徳科学に回復させられてきた――古い政治経済学
者たちが価値の客観的システムの存在の上で信頼を剥奪していたことを通じて22）。
20）　同書，227ページ。
21）　Myrdal, G. (1969), op.cit., p. 11 （邦訳，20ページ）.
22）　Myrdal, G. (1974), op.cit., p. 7.
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 （Myrdal, G., ”What is Political Economy?”, p. 7）
5 ．価値前提の明示
5-1　価値判断の態度と立場
　社会政策や経済政策の学問的方法論を論ずる場合，ヴェーバーにしたがえば，政策の目的
と手段との関係，および価値判断の立場，の順で考察すべきかもしれない。しかし，ミュル
ダールの政治経済学の特徴は価値前提の明示であるので，前節からの流れに沿って，本節で
は価値判断を考察し，次節で目的と価値との関係を吟味する。
　塩野谷祐一氏によると，社会科学にとって，特に社会政策や経済政策のように目的と手段
を検討する場合，価値判断を避けて通ることはできないのである。そして，経済学をはじめ
とする社会科学において，価値判断の問題に対して，事実認識と価値判断，存在と当為，記
述と評価の峻別が要求される。また，社会科学は複雑に価値問題と関わりあっているが，科
学が正当に行うことができるのは事実の認識，存在の記述であって，価値判断や当為や評価
を科学的に基礎づけることはできないとみなされている。こうして価値判断の問題は社会科
学の域外に放逐されるのであるが，一般的に，価値理念が人間の認識や行動を強く規定して
いることを否定できないことは事実である。そこで，さまざまなものを認識する場合には，
それらは価値の観点から認識に値するものとして設定されることになる。そして，価値判断
もしくは価値評価は，特定の価値を前提にしてものごとに順序づけを与えることになる。し
たがって，私たちの実践的行動は，目標や基準としての価値によって方向づけられてい
る23）。
　さらに，社会科学と価値判断が提起される際に，社会科学がとることのできる立場とし
て，塩野谷氏は次の 3 つを示している。第 1 は「価値自由」であり，第 2 は「価値前提」で
あり，第 3 は「価値研究」である。それぞれの概念は，社会科学が価値から自由であるこ
と，価値を前提として示すこと，価値を対象として研究すること，というふうに価値に対す
る態度を表すように用いられている24）。
5-2　価値前提の明示
　経済学はどこまで客観的かつ実践的でありうるか。こうした事実認識と価値判断，あるい
は，科学と術の問題は，昔から問い続けられてきたわけであるが，ミュルダールによると，
23）　塩野谷祐一（1981）「価値理念の方法論」（『一橋大学研究年報　経済学研究』23巻）68ページ。
24）　同稿，69ページ。
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両者は相互に浸透しあっており，区分することはできないという立場に至った。『経済学説
と政治的要素』において，当初は，形而上学的要素を徹底的に切り棄ててしまえば，一団の
健全な実証的経済理論が残り，そしてそれらの価値判断からまったく独立であるという観念
があった。しかし，これは『アメリカのジレンマ』を経て修正が加えられた。そして，初め
から終わりまでつねに価値前提をもって作業をしなければならないという深淵に到達した。
それは，答えが発せられる前に問いが発せられなければならず，問いは関心の表現であり根
底において価値判断なのである。したがって，価値判断は事実を観察し理論的分析を行う段
階ですでに含まれているからである25）。その結果，彼が採用したのは，価値前提（論理的前
提としての価値判断）をできる限り明示するという方法論であった。
　われわれが初めから終りまでつねに明確な価値前提をもって作業しなければならない
という信念に到達した。価値評価に立ち向かい，それらを明白に述べられた，特定の，
そして十分に具体化された価値前提として導入するよりほか，社会科学における偏向を
取り除くための装置はない26）。 （Myrdal, G., An American Dilemma, p. 1043）
5-3　価値前提明示の目的
　特定の明示された価値前提を用いて研究することには，単に「われわれ自身の偏向を表明
する」ことではない。なぜなら，偏向は通常，研究者自身に自覚されていないからであり，
したがって制御不能であり，それが恣意性をもたらしかねないからである。個人的な偏向に
ついての大まかな明言では，合理的手続きの代替とはならない。しかし，明示された価値前
提を用いることは以下の 3 つの目的を果たすことができる27）。
　明示的な価値前提の目的は，
　① 　合理的に，問題，アプローチ，研究で用いられる諸概念の定義づけを決定すること
　② 　政策的結論を合理的に根拠づけることによって，そこに到達するための持続可能な論
理的基礎を与えること
　③ 　ゆがんだ偏向をもつ科学的探究を追放するのに最大限役立つこと
25）　Myrdal, G. (1990), op.cit., p. xli （邦訳，6-7ページ）.
26）　Myrdal, G. (1996), An American Dilemma: The Negro Problem and Modern Democracy, 
Brunswick: Transaction (original edition published in 1944 by Harper and Row, New York), 
p. 1043.
27）　Myrdal, G. (1987), “Utilitarianism and Modern Economics” in George R. F. (ed.) Arrow and the 
Foundations of the Theory of Economic Policy, Basingstoke: Macmillan, p. 277 （グンナー・ミュル
ダール著／藤田菜々子訳（2015）「功利主義と現代経済学」『ミュルダール　福祉・発展・制度』ミ
ネルヴァ書房，298-299ページ）.
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である28）。
　もちろん，研究者の意思は各々異なっているので，彼らが選択した「価値前提」も仮説的
な性格をもっているにすぎない。そのうえに構築された理論もまたその通りである29）。ミュ
ルダールのこの指摘は極めて重要である。
　価値前提は，実体の価値評価に必要とされるに十分なほど，明確，かつ具体的に，事
実に関する知識の形で述べられなければならない。それらは，事実のみに基づいている
とか「当然のこと」（nature of things）のみに基づいているとして先験的に自明のもの
とか一般的に有効であるとかいうことではないので，目的意識的に（purposefully）選
択されなければならない。このように，価値前提は，研究における意識選択的
（volitional）な要素であるが，それらはあらゆる目的的活動に必要とされるものなので
ある。それゆえ，意志の傾向が異なる可能性がある以上，価値前提は仮説的な性格のも
のでしかない30）。
 （Myrdal, G., Objectivity in Social Research, pp. 63-64. 訳書，101ページ）
5-4　価値前提選択の原則
　価値前提は，恣意的であってはいけなく，現実のなかで見出されるべきであり，知的な推
論から導出されるべきではなくて，多様な社会集団の「真実の」態度についての入念な経験
的世論研究の結果でなければならない31）。また，価値前提は，研究対象の社会にとって関連
性と重要性をもたねばならず，論理的に整合で，実現可能でなければならない。
　したがって，ミュルダールが示した価値前提選択の原則は
　①　関連性（または適切性）（relevance）
　②　重要性（または有意性）（significance）
　③　実現可能性（feasibility）
　④　論理的整合性（logically consistency）
28）　Ibid., p. 277 （邦訳，298-299ページ）.
29）　藤田菜々子（2007）「反主流の経済学」横井雅弘編著『わかる現代経済学』朝日新聞社，191ペー
ジ。
30）　Myrdal, G. (1969), op.cit., pp. 63-64 （邦訳，101ページ）.
31）　Myrdal, G. (1953), “The Relation between Social Theory and Social Policy”, The British Journal 
of Sociology, 19, p. 240 （reprinted in Value in Social Theory: A Selection of Essays on 
Methodology, Edited by Paul Streeten, London: Routledge & Kegan Paul, 1958, p. 51）（グンナー・
ミュルダール著／藤田菜々子訳（2015）「社会理論と社会政策の関係」『ミュルダール　福祉・発
展・制度』ミネルヴァ書房，138ページ）.
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の 4 つである32）。
　最初の 3 つの原則は，研究対象となる社会に対して選ばれる価値前提がもたなければなら
ない性質であり，最後の論理的整合性は選択される価値前提間の原則である33）。
　つまり，社会政策や経済政策の調査研究を設計するにあたり，調査研究の枠組みや概念化
を行いながら理論的因果関係を追究し，そして利害，理念，規範や目標など調査研究に有意
な価値前提を想定しながら設計を進めるのであるが，ここで採用された明瞭で明確な価値前
提が，実際にその関連性をもち，有意であるかを常に意識していなければならない。もちろ
ん，実現可能でない政策は無意味である。しかし，物事はそう単純ではなく，研究調査を続
けたり分析を進めてゆくと，しばしば複数の価値前提の間に矛盾が生じてくることもある。
それゆえに，これらの価値評価の間の矛盾がどのようなものかを検証していくことも重要で
あり，そこから価値評価間の論理的な整合性を担保することができるのである。
5-5　価値前提の例
　以上を踏まえて，ミュルダールの明示した価値前提の具体的な例をあげる。まず，1944年
の『アメリカのジレンマ』では「アメリカの信条（American Creed）」を価値前提とおいて
いるが，これは哲学者のジョン・デューイ（John Dewey）の『自由と文化（Freedom and 
Culture）』に沿って検討されて生み出されたもので34），自由，平等と正義に焦点が当てられ
た35）。そもそもミュルダール自身の価値基準での前提は，西欧社会で受け継がれている「自
由，平等，友愛」であり36），アメリカの信条となっている「正義，自由，平等」と同じであ
る37）。この価値前提をもとに分析すると，黒人問題は誤った信念（beliefs）に基づく価値判
断とアメリカの信条である「自由と機会の平等，正義」といった価値判断との間のジレンマ
32）　Myrdal, G. (1969), op.cit., ch.14 （邦訳，14章），Myrdal G. (1971), Asian Drama: An Inquiry into 
the Poverty of Nations, An Abridgement of the Twentieth Century Fund Study by Seth King, 
New York: Penguin Books, ch.3 （G. ミュルダール著，S. キング要約／板垣與一監訳，小浪充・木村
修三訳（1974）『［縮刷版］アジアのドラマ（上）』東洋経済新報社，3 章）. および Myrdal, G. (1987), 
op.cit., p. 277 （邦訳，299ページ）.
33）　藤田菜々子（2010）『ミュルダールの経済学―福祉国家から福祉社会へ―』NTT 印刷，84ページ。
34）　Myrdal, G. (1996), op.cit., pp. lxxviii-lxxix.
35）　Ibid., pp. 23-25.
36）　廣瀬弘毅（1994）「K. G. ミュルダール」根井雅弘編著『20世紀のエコノミスト―生涯と学説―』
日本評論社，51ページ。Myrdal, G. (1960), Beyond the Welfare State: Economic Planning in the 
Welfare States and its International Implications, London: Gerald Duckworth, p. 10 （G. ミュルダー
ル著／北川一雄監訳（1963）『福祉国家を越えて―福祉国家での経済計画とその国際的意味関係―』
ダイヤモンド社，16ページ）.
37）　百々和（1976）「ミュルダール」野尻武敏編著『現代の経済体制思想』新評論，324ページ。
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である。このジレンマが温存されるのは，価値前提をはっきりさせないで議論を進めたり，
ご都合主義的な無知の結果である38）。そこで，これらのジレンマを説明するためには，単に
経済的要因だけではなく，非経済的要因も考慮しなければならないと考えられるようにな
り，深いところに進む価値前提を明らかにし，より高次の一般的で道徳的な価値判断へと進
まなければ問題を解決できないと考えられるようになった。このような経験から，これ以前
のミュルダールはアメリカの制度学派に批判的であったが，制度学派が経済的変数と非経済
的変数の相互依存関係を分析の対象にしていたために積極的に制度学派に近づくようになっ
た39）。
　また，1968年の『アジアのドラマ』では「近代化諸理念（the modernization ideas）」を
価値前提に置かれたが40），これほど内容を詳細に説明した価値前提はない。ミュルダール
は，「近代化諸理念」という価値前提を，A. 合理性，B. 発展と発展のための計画化，C. 生産
性の向上，D. 生活水準の上昇，E. 社会的・経済的平等化，F. 制度および態度の改善，G. 国
民的統合，H. 民族独立，I. 政治的民主主義，J. 草の根民主主義，K. 社会規律対「民主的計
画」，L. 補論的価値前提，という12個の理念を示して分析を進めた41）。その後，社会体系内
の諸条件を，① 産出高および所得，② 生産条件，③ 生活水準，④ 生活と仕事に対する態
度，⑤ 制度，そして ⑥ 政策，というように， 6 つのカテゴリーに分けた。最初の 2 つは明
らかに「経済的要因」であるが，④ 生産と仕事に対する態度と ⑤ 制度は「非経済的」なも
のであった。また，③ 生活水準は，計画化の一般的目標として掲げられる以外は，「経済」 
計画からは除外されるのが普通で，⑥ 政策は一種の混合物であった42）。ところで，「社会体
系」を構成する諸要因のうち，ミュルダールが特に強調するのは経済開発理論において「非
経済的要因」として無視または軽視されてきた「態度」と「制度」であり，「近代化諸理
念」の価値前提に照らしてみるとき変化に対する惰性が最も大きく，これらが発展のための
「阻止要因」ないし「阻害要因」を形成する場合が多い。この視点がミュルダールの伝統文
化批判へとつながっていくことになる43）。
　そして，1956年の『国際経済（International Economy）』では，「経済的統合（economic 
integration）」 を 特 定 の 価 値 前 提 とし44），「 政 府 の 民 主 主 義 形 態 の 達 成 と 維 持（the 
38）　廣瀬，前掲論文，47ページ。
39）　根井雅弘（1995）『異端の経済学』筑摩書房，94ページ。
40）　Myrdal, G. (1971), op.cit., p. 27 （邦訳，39ページ）.
41）　Ibid., ch. 3 （邦訳， 3 章）.
42）　Ibid., p. 355（G. ミュルダール著，S. キング要約／板垣與一監訳，小浪充・木村修三訳（1974）
『［縮刷版］アジアのドラマ（下）』東洋経済新報社，512ページ）.
43）　小浪充（1974）「解題」（G. ミュルダール著，S. キング要約／板垣與一監訳，小浪充・木村修三訳
（1974）『［縮刷版］アジアのドラマ（上）』）東洋経済新報社，552ページ。
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attainment and preservation of a democratic form of government）」を一般的な価値前提
とすることが望ましいとされた45）。そして，1957年の『経済発展と低開発地域（Economic 
Theory and Under-Developed Regions）』 で は「 政 治 的 民 主 主 義 と 機 会 均 等（political 
democracy and equality of opportunity）」46）を，1960年の『福祉国家を越えて（Beyond 
the Welfare State）』では「自由，平等，友愛（liberty, equality, and brotherhood）」を価値
前提にすることが望ましいとされた47）。
6 ．目的－手段－効果図式
6-1　目的と手段
　ここまで，ミュルダールの政治経済学の特徴を，ミュルダールの価値判断の態度と立場で
ある「価値前提の明示」を中心に考察してきた。社会政策や経済政策で現実に政策決定を行
う場合に，当然目的や手段も課題となってくる。ヴェーバーによれば，ある価値目的の正当
性を擁護するのは科学の仕事ではなく，価値目的を明らかにし，その目的に適合する手段を
吟味することであるというものである48）。ここで，ミュルダールは，以下のようにヴェー
バーの価値自由における「目的－手段図式」について説明している。
　経済のプロセスを ① 所与の原初状況，② 代替的諸手段，③ 仮説的目的，に分ける
ことによって，すべての価値判断を第 3 のもの，つまり目的に集中させることが可能に
なるはずだ，という考え方である。これはとりわけ相対主義者にとって重要である。彼
らはこうすることで，原初状態だけでなく諸手段をも純粋に科学的に議論できる。彼ら
は客観的に目的論的議論と取り扱うことができる。価値は，手段が役立ちうる目的に付
随している価値ということで，ただ間接的に手段に付随しているにすぎない。手段はそ
れ自体，中立的であり，価値自由だと考えられる49）。
44）　Myrdal, G. (1956), An International Economy: Problems and Prospect, New York: Harper & 
Brothers, p. 12.
45）　Ibid., p. 15.
46）　Myrdal, G. (1957), Economic Theory and Under-Developed Regions, London: Duckworth, p. ⅶ 
（G. ミュルダール著／小原敬士訳（1959）『経済理論と低開発地域』東洋経済新報社，ⅲページ）.
47）　Myrdal, G. (1960), op.cit., p. 10 （邦訳，16ページ）.
48）　山田雄三（1959）「価値判断に関するミュルダールの最近の見解について」（『一橋論叢』第42巻
第 6 号）38ページ。
49）　Myrdal, G. (1958), “Ends and Means in Political Economy”, Value in Social Theory: A Selection 
of Essays on Methodology, Edited by Paul Streeten, London: Routledge & Kegan Paul, p. 210 
(originally published in Germany under the title “Das Zweek-Mittel-Denken in der 
Nationalökonomie”, Zeitschrift für Nationalökonomie, 4(3), 1933) （グンナー・ミュルダール著／藤田 
218 第49号中央大学経済研究所年報
 （Myrdal, G., “Ends and Means in Political Economy”, p. 210. 邦訳，6-7ページ）
6-2　目的－手段適合性の発展
　ミュルダールの見解は，価値判断を仮設的に取り上げる点でヴェーバーの考え方を継承
し，手段について発展させたものである。ミュルダールは，根本的にはこの考え方を継承す
るが，「目的－手段の適合性」の考えを発展させて，科学を政策への技術的協力者とする立
場であった50）。もちろん，価値前提の明示の立場であるミュルダールにとっては，価値が
「目的」のみならず「手段」にも付随していることは，極めて明白であった。つまり，手段
も倫理的に中立ではなく，価値判断はいくつかある経路を比較し選択されなければならず，
予期される最終結論だけではなく，つねにすべての帰結が考慮される。このことは明白であ
って，真実であると感じられないわけではない51）。
　なぜなら，さまざまな社会集団の態度の特定の政治的複合体として与えられる特殊具体的
な価値前提を通じてのみ，その結果は客観的な規範から成り立つからである。その結果は，
問題となっている諸集団が政治的に影響力をもつ場合に限って，重要であり，関心がもたれ
る52）。したがって，ミュルダールによると，実践的経済学は，あらゆる重要な明言に含まれ
ている偽りのない政治的意思を知ることを通じてのみ，また，それらを代替可能で同時に存
在している価値前提として科学的分析に直接適合させることを通じてのみ，客観的なものと
なりうるのである53）。
　したがって，一定の目的の最も適合的な手段を選択するには，手段も幾通りに分裂するの
で，価値判断を持ち出して手段を選択しなければならないことになる54）。そこで，山田雄三
氏は，ミュルダールが手段を価値中立的とする「目的－手段図式」を批判して，これを動態
的に全過程，つまり行為の経路である手段やその過程の全要素や過程全体を包含する「目的
－手段－効果図式」を提唱したと考えた。ただし，このような効果判断は，価値目的の意味
づけを考える価値判断とは区別される点で，ヴェーバーの価値自由と共通している。しか
し，ミュルダールの効果判断は，目的と手段を実現過程のうちで考えるものであり，手段の
菜々子訳（2015）「経済学における目的と手段」『ミュルダール　福祉・発展・制度』ミネルヴァ書
房，6-7ページ）.
50）　中村貞二（1974）「歴史意識の発展と社会科学」（高島善哉編著『現代の社会科学』（現代社会科
学叢書））春秋社，146ページ。
51）　Myrdal, G. (1958) , op.cit., pp. 210-211 （邦訳， 7 ページ）.
52）　Ibid., p. 227 （邦訳，28ページ）.
53）　Ibid., p. 230 （邦訳，33ページ）.
54）　浜崎正規（1962）「G・ミュルダールの価値判断論」（『立命館経済学』第10巻第 3 号）253ページ。
2017 219ミュルダールの政治経済学（渡邊）
最大化や最適化を考える見方とは区別されるため，ヴェーバーとも異なっていたのであ
る55）。
　経済学者は，因果論的にだけでなく目的論的にも，知識の資源を体系化するために
「目的」と「手段」のカテゴリーを用いる。彼らは通例的に分析され説明されてきた状
況から議論を始める。そうして次に，彼らはある特定の状況が望ましく，また，その達
成が可能である（「目的」あるいは「目標」）と仮定して，その目的の達成に適したさま
ざまな行為の経路（「手段」）を検討する。通常，「目的」は最終状況の全体ではなく，
重要と考えられるいくつかの部分のみに関係する。したがって，「手段」と「目的」に
加えて第三のカテゴリーが新たに考えられなければならず，それはつまり「偶発効果
［incidental effects］」ないし「派生効果［by-effects］」である。これらは望ましいもの
であるかもしれないし，そうでないかもしれない。「派生効果」はときには，狭い意味
の「手段」ではないような当該過程の全要素を包含する。あるいは，またときに，その
過程全体が「手段」とみなされることがある。この場合には，派生効果は最終状況のみ
に関係する56）。
 （Myrdal, G., “Ends and Means in Political Economy”, p. 206. 邦訳， 1 ページ）
7 ．経済学批判
　ミュルダールは，方法論として価値前提の明示を掲げて研究調査を進めながら，伝統的な
経済学批判を展開することも特徴である。また，本稿の「 2 ．偏向の排除」で記したよう
に，師ヴィクセルの貨幣的経済理論に対する内在的批判や，一般均衡分析と厚生経済学への
強い批判を展開している。一般均衡分析は，一定の経済条件のもとで経済現象がある安定的
均衡状態に向かって自動的に収斂していくことの証明を主たる課題としているが，現実社会
の経済現象が自動的に安定的状態に向かっていくことはない。にもかかわらず，伝統的経済
学が均衡分析の研究に集中しているのは，社会現象は，先験的に存在する一定の均衡状態に
向かって収斂するものである，という自然法的価値観が，暗にこれらの研究方向を制約して
いるからである57）。
　さらに，ミュルダールの方法論と関連する経済開発論批判については，リストやマルク
55）　山田，前掲論文，39ページ。
56）　Myrdal, G. (1958), op.cit., p. 206 （邦訳， 1 ページ）.
57）　百々，前掲論文，327ページ。
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ス，そしてとりわけロストウの経済成長段階論を，それぞれの先入観に適合するようにその
理論を調整し例示資料を選択しているとして目的論的発展段階を批判する。そして，現実の
経済開発計画作成に当たってしばしば拠り所とされるハロッド = ドーマー・モデルに代表
されるような投資決定論的モデルは，低開発諸国には不適合であるとして批判している58）。
8 ．分配・再分配の政治経済学
8-1　分配・再分配の問題
　ミュルダールは，社会問題の研究について，どんなにその範囲が制約されていようとも，
価値評価によって決定されなければならず，「非関心的」社会科学はかつて存在したことは
ないし，論理的に考えて，決して存在できない，と述べている59）。とりわけ社会政策におい
ては，あえてイデオロギー的価値判断をとってはいけないが，少なくとも価値判断抜きの研
究は無意味である。たとえば，福祉改革において国民の生活問題を解決する場合に，経済進
歩と福祉政策を両立させることが極めて重要であり，経済政策や社会政策の結論それ自体が
明らかに価値判断である。また，貧困問題では，人間の尊厳や人命の尊重という価値判断抜
きに正しい政策科学的分析ができるはずがない。
　そして，ミュルダールは，価値判断の不可避性を説きながら，ミル以後の経済学で生産の
問題に腐心して分配問題を回避してきたことに批判し，平等と分配について以下のように指
摘している。したがって，平等や分配，さらに再分配の問題は，政治経済学として扱うしか
ないのである。
　伝統的経済理論派――ことにジョン・スチュアート・ミル以降は―― 2 つのタイプの
問題をはっきりと区別してきた。すなわちそれは，生産の問題（交換を含む）と分配の
問題である。しかし，私が “ 理論的 ” 問題に関心をいだいていた時期にすでに示したよ
うに，生産と分配は同じマクロ体系のなかで相互に関連しているので，この区別は，非
論理的である。さらにミル以後，生産の問題に集中することによって，この区別は分配
の問題を回避する手段として経済学者によって用いられ，多くの場合，分配に関しては
単に一般的な留保条件を付けるのが常であった。しかも分配問題は単に貨幣所得の問題
として考えられるようになった。……（中略）
　平等に関する問題は，一貫して背後に押しやられたままであった。このことは，分配
に焦点をあてようとすると，大不況期に均衡問題と成長問題とを取り扱ったときには非
58）　小浪，前掲論文，555ページ。
59）　Myrdal, G. (1969), op.cit., p. 55 （邦訳，89ページ）.
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常に有効であった “ 経済的 ” 用語による一般理論が不十分なものとなってしまうという
事実に関係があるのである。すなわち，あらゆる “ 非経済的 ” 要素――政治的，社会
的，そして経済的な構造，制度，態度，さらにはすべての個人間の関係――が分析の中
に含まれなければならないからである60）。
 （Myrdal, G., Against the Stream, p. 10. 邦訳，12-13ページ）
8-2　再分配政策の政治経済学
　ところで，日本でミュルダールの方法論を積極的に取り入れて，社会保障政策研究に取り
組んでいるのは権丈善一氏であろう。権丈氏は，「看護婦不足問題」について考えていたと
き，〈不足〉という問題を取り扱った経済学の研究をサーベイしてもなかなか納得できなか
った。権丈氏の疑問を魅力的なロジックで解き明かしたのがミュルダールの『経済学説と政
治的要素』とのめぐりあいで，研究の姿勢や方法が強く方向づけられ，政策形成過程におけ
る権力の作用や価値判断の問題をも視野に入れながら経済分析を行うという，政治経済学を
意識するようになった61）。そして，権丈氏は，「事実」が価値判断とは独立に存在しえない
と考え62），政策形成過程における権力の作用や価値判断の問題をも視野に入れながら政治経
済学的な分析姿勢を固めてきた63）。
　また，権丈氏は，経済学の〈分配〉もしくは〈再分配〉の問題を，効率という価値に他の
価値をならべ重ねて，それら価値の間の軽重是非を論じる判断を不可避とする問題ととら
え，利害が衝突する場にはこの価値判断問題がいつも確実に生じると考えている64）。おそら
く，これらの意味から研究の立場を「再分配政策の政治経済学」と定め，多数の業績を排出
されてきた。権丈氏の業績は，国民諸階層の労働や生活の調査研究をして政策課題を検討す
る社会政策や経済政策における，ミュルダールの政治経済学的な研究である。
　グンナー・ミュルダールの言葉には，どうしようもなく惹かれてしまう。利害の衝突
60）　Myrdal, G. (1973), op.cit., p. 10 （邦訳，12-13ページ）.
61）　権丈善一（2001）『再分配政策の政治経済学Ⅰ―日本の社会保障と医療［第 2 版］』慶應義塾大学
出版会，5-6ページ。権丈氏の「看護婦細く問題」は以下の 2 論文を参照。権丈善一（1993a）「「看
護労働力不足」議論の政治経済学―日本の医療供給政策と看護労働力［Ⅰ］―」（『三田商学研究』
第36巻第 4 号）慶應義塾大学。権丈善一（1993b）「医療保障政策の政治経済学―日本の医療供給政
策と看護労働力［Ⅱ］―」（『三田商学研究』第36巻第 5 号）慶應義塾大学。
62）　権丈善一（2006）『医療年金問題の考え方―再分配政策の政治経済学Ⅲ―』慶應義塾大学出版会，
102ページ。および，権丈善一（2016）『ちょっと気になる社会保障』勁草書房，65ページ。
63）　権丈（2001），前掲書， 9 ページ。
64）　同書， 4 ページ。
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がなく調和が支配する世界では，経済学者は容易に政策提言を行うことができるし，そ
もそも，そうした第三者からの政策提言がなくとも，当事者同士の話し合いのなかで，
経済政策，社会政策の問題は解決されてしまうことになる。しかしながら，ほとんどの
状況で当事者同士の利害は対立している65）。
 （権丈善一『再分配政策の政治経済学Ⅰ［第 2 版］』， 3 ページ）
9 ．むすびにかえて
　本稿に関連する報告を 2 回実施し，非常に有意義な示唆をいただいたこと深く感謝する。
2016年11月19日の中央大学経済研究所公開研究会での報告では，ヴェーバーの価値や方法
論，特に目的－手段図式に関して活発な議論を交わすことができ，思慮深い示唆をいただい
た。次に，2017年 3 月18日の社会政策学会非定型労働部会例会の報告では，慶應義塾大学の
権丈善一教授にコメンテーターをお引き受けいただき，拙者のまとまらない報告を参加者に
解説いただきながら，議論につながる問題点も提起していただき，活発な議論へと導いてい
ただいた。
　これらの議論は大別すると，ミュルダールの考える価値に関すること，社会政策における
価値や方法論を研究対象とする動機と，ミュルダールの厚生経済学批判にかかわることであ
った。ミュルダールの価値と方法論については本文に反映させ，筆者の動機については
「 1 ．はじめに」の中で述べさせていただいた。権丈氏のコメントのなかで，そもそも平等
という価値をもって生まれたミュルダールが，師ヴィクセルも含めた伝統的な経済学者に立
ち向かうしかなく，一生涯反主流派として方法論を説くしかなかったこと，これが1951年の
K. J. アローの『社会的選択と個人的評価（Social choice and individual values）』によって
厚生経済学陣営で瓦解し，この勝利を機に1930年にスウェーデン語で刊行した『経済学説と
政治的要素』を1953年に英語版を刊行した，という示唆があった。1953年の英語版刊行のい
きさつは，おそらくこの通りであったと思われるが確証を持てなかったので後日調べてみる
と，アローの記念論文集の中にそれらしき記述があったので掲載する。
　現代厚生理論の表層性と論理的非整合性を論証するのに，50年以上も前に 1 冊の本が
1931年にスウェーデン語で出版されたが，英語に初めて翻訳されたのは1953年になって
のことであった。『経済学説と政治的要素』がそれであり，私［ミュルダール］はつい
にその始末をつけたと考えた。それは悪性の腫瘍のように大きくなった。数百もの著作
65）　同書， 3 ページ。
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や論文が「厚生経済学」に関して毎年生み出されており，個人的あるいは社会的「効
用」の概念，もしくはその用語に代替するものに基づいた論拠が与えられている。しか
し，そのアプローチがまったく無意味ではないとしても，それは捨て置かれた快楽主義
的心理学，またその心理学の上に成り立つ功利主義的道徳哲学の文脈においてのみ意味
をもつ66）。
 （Myrdal, G., “Utilitarianism and Modern Economics” , p. 274. 邦訳，295ページ）
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